
⽇々の寒さも落ち着き、ようやく春がやってきました。皆様お変わりないでしょうか。 
今号では「ダイバーシティ就労のモデル事業に関する連載②（全 3 回）」、そして「就労困
難者のための就労⽀援制度（⽣活保護）」について、それぞれ識者の⽅に解説していただき
ます。また、政策提⾔に向けついにまとめられた「WORK! DIVERSITY(包摂的就労)の実
現に向けての提⾔書」についてもご紹介します。 
皆様の⽇々の活動に役⽴てていただければ幸いです。それでは、ご覧ください。 

「ダイバーシティ就労 －千葉県における実践－②」 

池⽥徹（NPO ユニバーサル就労ネットワークちば理事⻑）

２ ⼀般就労に⾄った⽅の⽀援経過概略 
今回は、様々な困難を抱えた⽅の⽀援経過に関する実例を 15 例ご紹介いたします。 

今号のトピックス 
― 「ダイバーシティ就労 －千葉県における実践－②」 

― 就労困難者の就労⽀援のための制度・事業（⽣活保護） 

― WORK! DIVERSITY(包摂的就労)の実現に向けての提⾔書 

WORK! DIVERSITY サポーターズネットワーク 
e-マガジン第 7 号
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（続く） 

就労困難者の就労⽀援のための制度・事業 

（⽣活保護受給者向けの就労・⾃⽴⽀援について） 

⼩野武弘（厚⽣労働省） 

○はじめに（⽣活保護の現況）
令和６年 11 ⽉時点における⽣活保護受

給者数は約 201 万⼈（⽣活保護受給者の
実⼈員を総⼈⼝で除した保護率は
1.62％）で、平成 27 年３⽉をピーク(約
217 万⼈)に減少に転じ、以降も減少傾向
が続いています。⽣活保護受給世帯は約
165 万世帯であり、世帯類型別にみると、
⾼齢者世帯が過半数の約 55％、⺟⼦世帯

が約４％、障害者・傷病者世帯が約
25％、これら以外の「その他の世帯」が
約 16％となっています。「その他の世帯」
は、世界⾦融危機後、世帯数・全世帯数に
占める割合とも⼤きく増加し、その後減少
しましたが、コロナ禍以降、再び増加傾向
にあります。 

令和６年 11 ⽉には、約２万２千⼈が保
護廃⽌となっています。保護廃⽌の主な理
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由（世帯単位／令和４年度）について、最
も多い理由は「死亡」（約 51％）ですが、
「働きによる収⼊の増加等」も約 14％と
なっています。 

○⽣活保護受給者向け就労・⾃⽴⽀
援の概要 

⾃治体・ハローワークでは、⽣活保護受
給者の就労に向け、ご本⼈の状況に応じた
様々な⽀援を⾏っています。 

「⽣活保護受給者等就労⾃⽴促進事業」
では、就労可能性が⾼い⽣活保護受給者等
を対象に、⾃治体におけるハローワークの
常設窓⼝の設置や巡回相談等により、就労
による⾃⽴促進を図るための⽀援を⾏って
います。 

「被保護者就労⽀援事業」は、就労意欲
に乏しいなど⼀定の⽀援が必要な⽅を対象
に、⽣活保護法に基づく必須事業として全
ての福祉事務所設置⾃治体（907 ⾃治体）
で実施しています。事業の内容は、専⾨の
「就労⽀援員」を配置し、求職活動に関す
る相談・助⾔やハローワーク・⾯接企業へ
の同⾏等を通じた⽀援、ご本⼈と事業者等
の間の連絡調整、ご本⼈の状況・希望に応
じた個別求⼈開拓、就職した後の定着⽀援
等、多岐にわたる⽀援を⾏っています。 

「被保護者就労準備⽀援事業」は、基本
的な⽣活習慣に課題を有する⽅など、就労
に向けた課題をより多くかかえる⽣活保護
受給者に対し、⼀般就労に従事する準備と
しての⽇常⽣活の改善等に向けた⽀援を⾏
うものです。本事業は任意事業で、令和５
年度に事業を実施した⾃治体は 357 ⾃治

体で、約４割の実施状況です。 
就労・⾃⽴に向けたインセンティブとし

て、積極的に就労活動に取り組んでいる⽣
活保護受給者に就労活動に必要な費⽤の⼀
部を⽀給する「就労活動促進費」、安定し
た職業に就いたこと等により保護廃⽌とな
る際に⽀給する「就労⾃⽴給付⾦」といっ
た制度があります。また、「勤労控除」と
いう制度により、働いても保護費が減らさ
れるだけ、ということではなく、働けばそ
の分、⼿元に残るお⾦は増える仕組みとな
っています。 

また、⽣活保護受給者の⾃⽴⽀援とし
て、就労⽀援以外にも、家計に関する課題
を抱える⽣活保護世帯に対する家計管理の
提案⽀援や相談、助⾔を⾏う事業（被保護
者家計改善⽀援事業／任意事業）なども⾏
っています。 

○⽣活保護法の改正（令和７年４⽉
施⾏） 

令和６年４⽉に、⽣活保護法の⼀部改正
法が成⽴し、令和７年４⽉に施⾏されま
す。⽣活困窮者⾃⽴⽀援法に基づく⽀援と
の連続性を確保する観点から、⽣活困窮者
⾃⽴⽀援制度の就労・家計・住まいに関す
る事業により⽣活保護受給者も⽀援可能と
する仕組みがスタートします。先ほど任意
事業である「被保護者就労準備⽀援事業」
の実施率は約４割と記載しましたが、⽣活
困窮者⾃⽴⽀援制度の就労準備⽀援事業に
よる⽀援が可能となることで、⽣活保護受
給者に対する⽀援の拡⼤が期待されていま
す。 
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また、⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度の「⽀援
会議」と同様、福祉事務所と関係機関の情
報共有や、地域において必要な⽀援体制の
検討を⾏う会議体（調整会議）が法律に位
置付けられました。 

○最後に
⽣活保護制度は、就労による収⼊等が、

厚⽣労働⼤⾂が定める基準で計算される最
低⽣活費を下回る場合に、その差額を⽀給
する制度です。 

⼀般的には、⽣活保護受給者は、「就労
できない」「就労してはならない」といっ
た誤ったイメージもあるようですが、⽣活
保護受給者の約 13%（令和４年７⽉末時
点）は現に就労しており、先に記載したと
おり、勤労控除の制度により、最低⽣活費
を上回らない範囲において、働いた⽅が⼿
元に残るお⾦は多くなる仕組みとなってい
ます。 

また、⽣活保護の⽬的は、⽣活保護法に
おいて、「最低⽣活の保障」とともに、「⾃
⽴の助⻑」であると規定されています。 

ここでいう「⾃⽴」とは、⼀般的には、
就労による「経済的⾃⽴」と理解されがち
ですが、ほかにも、⾝体や精神の状態を回
復・維持し、⾃分で⾃分の健康・⽣活管理
を⾏うなど⽇常⽣活において⾃⽴した⽣活
を送る「⽇常⽣活⾃⽴」、社会的なつなが
りを回復・維持するなど社会⽣活における
「社会⽣活⾃⽴」があり、「３つの⾃⽴」
として整理されています。 

近年、傷病・障害のある⽅や、⽣活習慣
の改善が必要な⽅など、就労に向けた課題
を抱える⽅が多くなっており、就労⽀援事
業への参加率が低下するとともに、⽀援を
⾏ったものの就労には⾄らない⽅が増加し
ている状況にあります。 

こうした現状を踏まえ、⽣活保護受給者
に対する就労⽀援においては、短時間労働
など、個々の状態に応じた多様な働き⽅を
積極的に提案するなど、きめ細かな就労⽀
援を実施していくことが重要と考えていま
す。 

「WORK! DIVERSITY(包摂的就労)の実現に向け
ての提⾔書」がまとまりました 

ダイバーシティ就労⽀援機構は、⽇本財
団の WORK! DIVERSITY プロジェクト
（様々な働きづらさを抱えた⽅の就労の実
現に向けた取組）を⽇本財団とともに進め
ています。 

WORK! DIVERSITY プロジェクトにつ
いては第 2 号(2024 年 5 ⽉)でもお知らせ
しておりますが、2018 年 11 ⽉からスター
トしたプロジェクトであり、障害者、難病
患者、ニート・ひきこもり、ホームレス、
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写真︓ ⽇本財団笹川陽平会⻑から野⽥聖⼦代表への提⾔書⼿交の様⼦ 
（2025 年 3 ⽉ 18 ⽇ ワークダイバーシティに関する議員勉強会にて） 

LGBT、刑務所等出所者など様々な働きづ
らさを抱えた⽅々の⽀援をしていこうとす
るものです。 

このプロジェクトでは 2022 年度から⾃
治体と協⼒してモデル事業を実施するとと
もに、⾃治体の⾸⻑、学識経験者、当事者団
体など関係する有識者をメンバーとして
「WORK! DIVERSITY 政策実現会議」(座
⻑: 柴橋岐⾩市⻑)で議論が進められてき
ました。(第 5 号(2024 年 12 ⽉)を参照) 

2025 年 3 ⽉、その議論の成果として
「WORK! DIVERSITY(包摂的就労)の実現
に向けての提⾔書」がまとめられました。 

提⾔全⽂については以下の当機構 HP を
ご参照ください。 
https://jodes.or.jp/2025/04/04/1300-
14/  

また⽇本財団のページもご参照ください。 
https://work-diversity.com/recommen 
dations 
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ここでは提⾔の概要及び今後について簡
単に説明します。 

提⾔の概要 
提⾔ではまず WORK! DIVERSITY を進

める意義について、社会にとっては共⽣社
会の実現・地⽅創⽣の推進の観点から、ま
た企業にとっては多様な⼈材の活⽤という
⼈事戦略として、さらに当事者にとっては
⾃⽴・社会とのつながりの確保等の観点か
ら、それぞれ重要であると指摘しています。 

続いて WORK! DIVERSITY の⽀援体制
として、就労困難性を本⼈と企業の双⽅の
側から取り除いていくことが重要であるこ
と、モデル事業の成果を踏まえ、障害者就
労⽀援事業所等の就労⽀援機関で障害者以
外の就労困難者の⽀援を⾏う仕組みを制度
化していくこと、地域のネットワークの中
核となるマネジメントセンターを各地域に
置き、⽀援対象者が本⼈の希望・適性、⽀援
機関の受け⼊れ余⼒を踏まえ最適の就労⽀
援機関につながり適切な⽀援を受けられる
ようにすることなどを提⾔しています。 

このような⽀援体制を⽀えるための施策
として、就労⽀援機関、マネジメントセン
ターの活動を⽀える経費を⽀給すること、
福祉施策と労働施策の連携を強化して労働
関係制度の活⽤を促進していくことを提⾔
しています。

最後に WORK! DIVERSITY に関係する
制度・法令が多岐にわたることから、就労
⽀援という視点から横串を刺して整備する
必要があるとして、WORK! DIVERSITY に
関する基本法（例えば「包摂的就労⽀援に
関する基本法」）の制定を提⾔しています。 

今後について 
今後、⽇本財団とダイバーシティ就労⽀

援機構は政府、国会、地⽅⾃治体、経済界、
福祉関係諸団体等に本提⾔書による提⾔を
⾏い、WORK! DIVERSITY の実現に取り組
んでいくこととしています。 
 3 ⽉ 18 ⽇には衆議院第 1 議員会館多⽬
的ホールにて国会議員によるワークダイバ
ーシティに関する議員勉強会が開催され、
⽇本財団笹川陽平会⻑が野⽥聖⼦代表に提
⾔書を⼿交しました。 

勉強会では岐⾩市モデル地域のマネジメ
ントセンターや当事者の⽅の報告もあり、
熱⼼な議論が⾏われました。最後に野⽥代
表から、法制化に向けて引き続き勉強会を
続けていくというコメントがなされました。 

⽂: 酒光⼀章（ダイバーシティ就労⽀援機
構理事） 
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バックナンバーのお知らせ 

本 e-マガジンのバックナンバーをご覧いた
だけるようになりました。 
下記 URL から、ぜひどうぞ。 

バックナンバーURL︓ 
https://jodes.or.jp/e-magazine/ 

------------------------------------------
最後までお読みいただき、ありがとうございま
した。次回以降も、皆様の気になるトピックス
や、多彩なコンテンツをお届けできればと思っ
ております。皆様からのご意⾒やご感想も下記
メールにて募集しております。

ダイバーシティ就労⽀援機構︓ 
desk@jodes.or.jp 

それでは、皆様とまた誌⾯でお会いできるのを
楽しみにしております。どうぞ体調に気をつけ
てお過ごしくださいませ。 

【発⾏】2025 年 4 ⽉ 10 ⽇ 
⼀般社団法⼈ダイバーシティ就労⽀援機構 
〒101-0041 東京都千代⽥区神⽥須⽥町２丁⽬ 23-1 
天翔秋葉原万世橋ビル 710 
TEL:03-5256-2250  
E-mail:desk@jodes.or.jp
URL:https://jodes.or.jp
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